
 

 

路分野の事業における便益（Ｂ）の算出について 

※算出典拠：「費用便益分析マニュアル」 

平成４年２月（国土交通省 道路局 都市局） 

○便益の算定手法 

道路事業の便益は、道路整備によって得られる「渋滞の緩和」や「交通事故の減少」、「交流機会の拡

大」、「新規産業立地に伴う生産増加」などの多種多様な効果を貨幣価値に換算して求める。総便益の算

定の流れは以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○総便益（Ｂ）の算定 

上記(1)～(3)それぞれについて、供用開始から50年分の便益額を算定し、合計して算定する。 

  総便益（Ｂ）＝走行時間短縮便益×換算定数＋走行経費減少便益×換算定数 

＋交通事故減少便益×換算定数 

※６ 換算定数：各便益とも50年分について、評価時点の額(現在価値)に換算するためのもの。 

 

(３)「交通事故減少便益」 ： 道路整備により周辺道路の交通量が減少することなどに 

              伴う交通事故の減少効果を貨幣価値として算定 

  交通事故減少便益＝道路の整備が行われない場合の交通事故による社会的損失 

－道路の整備が行われる場合の交通事故による社会的損失 

交通事故損失額(千円／年)＝１０２０×将来推計交通量(千台/日)×走行延長(km) 

＋２３０×将来推計交通量(千台/日)×主要交差点数(箇所) 

     ※５ 一般道・その他市街地・2車線の常数 

(２)「走行経費減少便益」 ： 道路整備により走行速度が改善されることに伴う経費の 

              減少を算定 

  走行経費減少便益＝道路の整備が行われない場合の総走行経費 

－道路の整備が行われる場合の総走行経費 

  ※３ 総走行経費(円／年) ＝ 将来推計交通量(台／日)×延長(km) 

×走行経費原単位  (円／台・km)×365(日) 

※４ 走行経費原単位(円/台・km)：自動車１台が１km走行した場合の走行経費 

                                例 乗用車（一般道・市街地・速度30km）・・・約２２円/台・km 

(１)「走行時間短縮便益」 ： 道路整備により走行時間が短縮される効果を貨幣価値 

として算定 

  走行時間短縮便益＝道路の整備が行われない場合の総走行時間費用 

－道路の整備が行われる場合の総走行時間費用 

※１ 総走行時間費用(円／年)＝将来推計交通量(台／日)×走行時間(分) 

×時間価値原単位  (円／分・台)×365(日)    

※２  時間価値原単位(円/分・台)：自動車１台の走行時間が１分短縮された場合の時間価値を 

貨幣評価したもの      例 乗用車・・・約４１円/分・台 

   必要に応じて、休日、災害等による通行止め、冬期の交通状況を考慮することができる。 
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参考資料１ 

Ｎｏ．２  県道709号（中井羽根尾）道路改良事業 

【再評価】  



費用便益補足資料 

社会的割引率４％の場合 

 

路  線  名  県道７０９号（中井羽根尾） 

事  業  名  道路改良事業 

延     長  Ｌ＝約０．８ｋｍ 

 

□便益 

  
走行時間 

短縮便益 

走行経費 

減少便益 

交通事故 

減少便益 
合 計 

基 準 年 令和５年 

基準年における 

現在価値（Ｂ） 
５２億円 １４億円 ３．５億円 ７０億円 

 

□費用 

  事 業 費 維持管理費 合  計 

基 準 年 令和５年 

基準年における 

現在価値（Ｃ） 
５０億円 １億円 ５１億円 

 

□算定結果 

費用便益比（Ｂ／Ｃ） 

Ｂ／Ｃ ＝ 

便益の現在価値の合計 

（Ｂ） 
＝ 

７０億円 

 
費用の現在価値の合計 

（Ｃ） 
５１億円 

 ＝ １．４  

 注）１．費用及び便益額は整数止めとする。 

   ２．費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。 

  



 

 

川分野の事業における便益（Ｂ）の算出について 

※算出典拠：「治水経済調査マニュアル」 

令和2年4月（国土交通省 水管理・国土保全局） 

○便益の算定手法 

河川改修事業の便益は、治水施設の整備によって大雨時の浸水被害が防止されることから、浸 

水時を想定し、家屋の被害額や業務停止による営業停止損失額などの被害額を合計し、便益とし 

て算定する。総便益（被害額）の算定の流れは以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○総便益（Ｂ）の算定 

洪水ごとの想定被害額に、その洪水が発生するときの降雨確率を乗じて1年あたりの被害額 

を算出した上で、50年間分（施設の耐用年数を考慮した供用期間）の被害額を求め、その被害額 

に施設の※残存価値を加えて、総便益Ｂを算出する。なお、総便益Ｂの算出にあたっては、各年 

度の被害額に社会的割引率を乗じる。 

[総便益の算定結果例] 

 総便益Ｂ＝直接被害＊億円＋間接被害＊億円＋残存価値＊億円＝□億円 

 

※残存価値：評価対象期間終了時において治水施設に残存すると考えられる資産価値のこと。 

参考資料１ 

Ｎｏ．６  一級河川 小出川 河川改修事業 

【再評価】  

(２)想定被害額の算定 

 洪水ごとの想定氾濫（浸水）区域内における以下の項目について、被害額を算定する。 

[被害額算定結果例] 

・直接被害額 ①一般資産（家屋、家庭用品、事業所資産等） 

       ②農作物（水稲、野菜等） 

       ③公共土木施設（道路、下水道、公益施設等） 

・間接被害額 ④営業停止損失（生産高の減少等） 

       ⑤応急対策費用（清掃労働対価等） 

    

 

ＣＬＯＳＥ

④ ⑤
③

①
②

ＣＬＯＳＥ

④ ⑤
③

①
②

(１)想定氾濫計算 

  現事業計画が想定する降雨確率を含めた複数の降雨確率を設定し、当該降雨時に発生す

る洪水によって氾濫（浸水）する区域を求める。 
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○被害額の計算例 

（自動車以外の家庭用品被害の場合） 

被害額=資産額×被害率 

※被害率0.037（床下浸水） 

0.533（床上浸水深さ50～99cm） 

注) 項目毎に被害率がそれぞれ設定され

ているため、一部を紹介 

イメージ図 

＊億円 

＊億円 

合計＊億円 



費用便益補足資料 

社会的割引率４％の場合 

              

 路  線  名  一級河川 小出川 

 事  業  名  河川改修事業 

 延     長  Ｌ＝４．５ｋｍ 

              

□ 便 益             

   
被害防止 

便益 

残存 

価値 
合 計 

 基 準 年 令和５年 

 
基準年における 

現在価値（Ｂ） 
527.3 億円 2.7 億円 530.0 億円 

              

□ 費 用             

   事 業 費 維持管理費 合  計 

 基 準 年 令和５年 

 
基準年における 

現在価値（Ｃ） 
276.3 億円 32.4 億円 308.6 億円 

              

□ 算定結果             

  費用便益比（Ｂ／Ｃ）                     

 

Ｂ／Ｃ ＝ 

便益の現在価値の合計

（Ｂ） 
＝ 

530.0 億円   

 
費用の現在価値の合計

（Ｃ） 
308.6 億円   

   
＝ 1.7 

          

                     

 注）１．費用及び便益額は小数１位止めとする。 

 ２．費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。 



 

 

川分野の事業における便益（Ｂ）の算出について 

※算出典拠：「治水経済調査マニュアル」 

令和2年4月（国土交通省 水管理・国土保全局） 

○便益の算定手法 

河川改修事業の便益は、治水施設の整備によって大雨時の浸水被害が防止されることから、浸 

水時を想定し、家屋の被害額や業務停止による営業停止損失額などの被害額を合計し、便益とし 

て算定する。総便益（被害額）の算定の流れは以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○総便益（Ｂ）の算定 

洪水ごとの想定被害額に、その洪水が発生するときの降雨確率を乗じて1年あたりの被害額 

を算出した上で、50年間分（施設の耐用年数を考慮した供用期間）の被害額を求め、その被害額 

に施設の※残存価値を加えて、総便益Ｂを算出する。なお、総便益Ｂの算出にあたっては、各年 

度の被害額に社会的割引率を乗じる。 

[総便益の算定結果例] 

 総便益Ｂ＝直接被害＊億円＋間接被害＊億円＋残存価値＊億円＝□億円 

 

※残存価値：評価対象期間終了時において治水施設に残存すると考えられる資産価値のこと。 

参考資料１ 

Ｎｏ．７  一級河川 相模川 河川改修事業 

【再評価】  

(２)想定被害額の算定 

 洪水ごとの想定氾濫（浸水）区域内における以下の項目について、被害額を算定する。 

[被害額算定結果例] 

・直接被害額 ①一般資産（家屋、家庭用品、事業所資産等） 

       ②農作物（水稲、野菜等） 

       ③公共土木施設（道路、下水道、公益施設等） 

・間接被害額 ④営業停止損失（生産高の減少等） 

       ⑤応急対策費用（清掃労働対価等） 

    

 

ＣＬＯＳＥ

④ ⑤
③

①
②

ＣＬＯＳＥ

④ ⑤
③

①
②

(１)想定氾濫計算 

  現事業計画が想定する降雨確率を含めた複数の降雨確率を設定し、当該降雨時に発生す

る洪水によって氾濫（浸水）する区域を求める。 
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○被害額の計算例 

（自動車以外の家庭用品被害の場合） 

被害額=資産額×被害率 

※被害率0.037（床下浸水） 

0.533（床上浸水深さ50～99cm） 

注) 項目毎に被害率がそれぞれ設定され

ているため、一部を紹介 

イメージ図 

＊億円 

＊億円 

合計＊億円 



費用便益補足資料 

社会的割引率４％の場合 

              

 路  線  名  一級河川 相模川 

 事  業  名  河川改修事業 

 延     長  Ｌ＝１．６ｋｍ 

              

□ 便 益             

   
被害防止 

便益 

残存 

価値 
合 計 

 基 準 年 令和５年 

 
基準年における 

現在価値（Ｂ） 
2,187.9 億円 2.3 億円 2,190.2 億円 

              

□ 費 用             

   事 業 費 維持管理費 合  計 

 基 準 年 令和５年 

 
基準年における 

現在価値（Ｃ） 
1,421.3 億円 130.4 億円 1,551.8 億円 

              

□ 算定結果             

  費用便益比（Ｂ／Ｃ）                     

 

Ｂ／Ｃ ＝ 

便益の現在価値の合計

（Ｂ） 
＝ 

2,190.2 億円   

 
費用の現在価値の合計

（Ｃ） 
1,551.8 億円   

   
＝ 1.4 

          

                     

 注）１．費用及び便益額は小数１位止めとする。 

 ２．費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。 



 

 

川分野の事業における便益（Ｂ）の算出について 

※算出典拠：「治水経済調査マニュアル」 

令和2年4月（国土交通省 水管理・国土保全局） 

○便益の算定手法 

河川改修事業の便益は、治水施設の整備によって大雨時の浸水被害が防止されることから、浸 

水時を想定し、家屋の被害額や業務停止による営業停止損失額などの被害額を合計し、便益とし 

て算定する。総便益（被害額）の算定の流れは以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○総便益（Ｂ）の算定 

洪水ごとの想定被害額に、その洪水が発生するときの降雨確率を乗じて1年あたりの被害額 

を算出した上で、50年間分（施設の耐用年数を考慮した供用期間）の被害額を求め、その被害額 

に施設の※残存価値を加えて、総便益Ｂを算出する。なお、総便益Ｂの算出にあたっては、各年 

度の被害額に社会的割引率を乗じる。 

[総便益の算定結果例] 

 総便益Ｂ＝直接被害＊億円＋間接被害＊億円＋残存価値＊億円＝□億円 

 

※残存価値：評価対象期間終了時において治水施設に残存すると考えられる資産価値のこと。 

参考資料１ 

Ｎｏ．８  一級河川 目久尻川 河川改修事業 

【再評価】  

(２)想定被害額の算定 

 洪水ごとの想定氾濫（浸水）区域内における以下の項目について、被害額を算定する。 

[被害額算定結果例] 

・直接被害額 ①一般資産（家屋、家庭用品、事業所資産等） 

       ②農作物（水稲、野菜等） 

       ③公共土木施設（道路、下水道、公益施設等） 

・間接被害額 ④営業停止損失（生産高の減少等） 

       ⑤応急対策費用（清掃労働対価等） 

    

 

ＣＬＯＳＥ

④ ⑤
③

①
②

ＣＬＯＳＥ

④ ⑤
③

①
②

(１)想定氾濫計算 

  現事業計画が想定する降雨確率を含めた複数の降雨確率を設定し、当該降雨時に発生す

る洪水によって氾濫（浸水）する区域を求める。 
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○被害額の計算例 

（自動車以外の家庭用品被害の場合） 

被害額=資産額×被害率 

※被害率0.037（床下浸水） 

0.533（床上浸水深さ50～99cm） 

注) 項目毎に被害率がそれぞれ設定され

ているため、一部を紹介 

イメージ図 

＊億円 

＊億円 

合計＊億円 



費用便益補足資料 

社会的割引率４％の場合 

              

 路  線  名  一級河川 目久尻川 

 事  業  名  河川改修事業 

 延     長  Ｌ＝２．０ｋｍ 

              

□ 便 益             

   
被害防止 

便益 

残存 

価値 
合 計 

 基 準 年 令和５年 

 
基準年における 

現在価値（Ｂ） 
37.9 億円 0.1 億円 38.0 億円 

              

□ 費 用             

   事 業 費 維持管理費 合  計 

 基 準 年 令和５年 

 
基準年における 

現在価値（Ｃ） 
23.8 億円 2.5 億円 26.3 億円 

              

□ 算定結果             

  費用便益比（Ｂ／Ｃ）                     

 

Ｂ／Ｃ ＝ 

便益の現在価値の合計

（Ｂ） 
＝ 

38.0 億円   

 
費用の現在価値の合計

（Ｃ） 
26.3 億円   

   
＝ 1.5 

          

                     

 注）１．費用及び便益額は小数１位止めとする。 

 ２．費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。 



 

 

川分野の事業における便益（Ｂ）の算出について 

※算出典拠：「治水経済調査マニュアル」 

令和2年4月（国土交通省 水管理・国土保全局） 

○便益の算定手法 

河川改修事業の便益は、治水施設の整備によって大雨時の浸水被害が防止されることから、浸 

水時を想定し、家屋の被害額や業務停止による営業停止損失額などの被害額を合計し、便益とし 

て算定する。総便益（被害額）の算定の流れは以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○総便益（Ｂ）の算定 

洪水ごとの想定被害額に、その洪水が発生するときの降雨確率を乗じて1年あたりの被害額 

を算出した上で、50年間分（施設の耐用年数を考慮した供用期間）の被害額を求め、その被害額 

に施設の※残存価値を加えて、総便益Ｂを算出する。なお、総便益Ｂの算出にあたっては、各年 

度の被害額に社会的割引率を乗じる。 

[総便益の算定結果例] 

 総便益Ｂ＝直接被害＊億円＋間接被害＊億円＋残存価値＊億円＝□億円 

 

※残存価値：評価対象期間終了時において治水施設に残存すると考えられる資産価値のこと。 

参考資料１ 

Ｎｏ．９  二級河川 山王川 河川改修事業 

【再評価】  

(２)想定被害額の算定 

 洪水ごとの想定氾濫（浸水）区域内における以下の項目について、被害額を算定する。 

[被害額算定結果例] 

・直接被害額 ①一般資産（家屋、家庭用品、事業所資産等） 

       ②農作物（水稲、野菜等） 

       ③公共土木施設（道路、下水道、公益施設等） 

・間接被害額 ④営業停止損失（生産高の減少等） 

       ⑤応急対策費用（清掃労働対価等） 

    

 

ＣＬＯＳＥ

④ ⑤
③

①
②

ＣＬＯＳＥ

④ ⑤
③

①
②

(１)想定氾濫計算 

  現事業計画が想定する降雨確率を含めた複数の降雨確率を設定し、当該降雨時に発生す

る洪水によって氾濫（浸水）する区域を求める。 
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○被害額の計算例 

（自動車以外の家庭用品被害の場合） 

被害額=資産額×被害率 

※被害率0.037（床下浸水） 

0.533（床上浸水深さ50～99cm） 

注) 項目毎に被害率がそれぞれ設定され

ているため、一部を紹介 

イメージ図 

＊億円 

＊億円 

合計＊億円 



費用便益補足資料 

社会的割引率４％の場合 

              

 路  線  名  二級河川 山王川 

 事  業  名  河川改修事業 

 延     長  Ｌ＝０．２７ｋｍ 

              

□ 便 益             

   
被害防止 

便益 

残存 

価値 
合 計 

 基 準 年 令和５年 

 
基準年における 

現在価値（Ｂ） 
273.7 億円 0.7 億円 274.4 億円 

              

□ 費 用             

   事 業 費 維持管理費 合  計 

 基 準 年 令和５年 

 
基準年における 

現在価値（Ｃ） 
97.8 億円 10.2 億円 108.1 億円 

              

□ 算定結果             

  費用便益比（Ｂ／Ｃ）                     

 

Ｂ／Ｃ ＝ 

便益の現在価値の合計

（Ｂ） 
＝ 

274.4 億円   

 
費用の現在価値の合計

（Ｃ） 
108.1 億円   

   
＝ 2.5 

          

                     

 注）１．費用及び便益額は小数１位止めとする。 

 ２．費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。 



 

 

川分野の事業における便益（Ｂ）の算出について 

※算出典拠：「治水経済調査マニュアル」 

令和2年4月（国土交通省 水管理・国土保全局） 

○便益の算定手法 

河川改修事業の便益は、治水施設の整備によって大雨時の浸水被害が防止されることから、浸 

水時を想定し、家屋の被害額や業務停止による営業停止損失額などの被害額を合計し、便益とし 

て算定する。総便益（被害額）の算定の流れは以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○総便益（Ｂ）の算定 

洪水ごとの想定被害額に、その洪水が発生するときの降雨確率を乗じて1年あたりの被害額 

を算出した上で、50年間分（施設の耐用年数を考慮した供用期間）の被害額を求め、その被害額 

に施設の※残存価値を加えて、総便益Ｂを算出する。なお、総便益Ｂの算出にあたっては、各年 

度の被害額に社会的割引率を乗じる。 

[総便益の算定結果例] 

 総便益Ｂ＝直接被害＊億円＋間接被害＊億円＋残存価値＊億円＝□億円 

 

※残存価値：評価対象期間終了時において治水施設に残存すると考えられる資産価値のこと。 

参考資料１ 

Ｎｏ．１２ 一級河川 矢上川 河川改修事業 

【再評価】  

(２)想定被害額の算定 

 洪水ごとの想定氾濫（浸水）区域内における以下の項目について、被害額を算定する。 

[被害額算定結果例] 

・直接被害額 ①一般資産（家屋、家庭用品、事業所資産等） 

       ②農作物（水稲、野菜等） 

       ③公共土木施設（道路、下水道、公益施設等） 

・間接被害額 ④営業停止損失（生産高の減少等） 

       ⑤応急対策費用（清掃労働対価等） 
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(１)想定氾濫計算 

  現事業計画が想定する降雨確率を含めた複数の降雨確率を設定し、当該降雨時に発生す

る洪水によって氾濫（浸水）する区域を求める。 
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○被害額の計算例 

（自動車以外の家庭用品被害の場合） 

被害額=資産額×被害率 

※被害率0.037（床下浸水） 

0.533（床上浸水深さ50～99cm） 

注) 項目毎に被害率がそれぞれ設定され

ているため、一部を紹介 

イメージ図 

＊億円 

＊億円 

合計＊億円 



費用便益補足資料 

社会的割引率４％の場合 

              

 路  線  名  一級河川 矢上川 

 事  業  名  河川改修事業 

 延     長  Ｌ＝４．３２ｋｍ 

              

□ 便 益             

   
被害防止 

便益 

残存 

価値 
合 計 

 基 準 年 令和 5年 

 
基準年における 

現在価値（Ｂ） 
375.0 億円 51.3 億円 426.3 億円 

              

□ 費 用             

   事 業 費 維持管理費 合  計 

 基 準 年 令和 5年 

 
基準年における 

現在価値（Ｃ） 
410.0 億円 6.8 億円 416.8 億円 

              

□ 算定結果             

  費用便益比（Ｂ／Ｃ）                     

 

Ｂ／Ｃ ＝ 

便益の現在価値の合計

（Ｂ） 
＝ 

426.3 億円   

 
費用の現在価値の合計

（Ｃ） 
416.8 億円   

   
＝ 1.02 

          

                     

 注）１．費用及び便益額は小数１位止めとする。 

 ２．費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。 



 

 

海岸分野の事業における便益（Ｂ）の算出について 

※算出典拠：「海岸事業の費用便益分析指針（改訂版）」平成16年6月（令和2年4月一部更新） 

（農林水産省 農村振興局他 海岸関係４省庁連名） 

○便益の算定手法 

津波・高潮対策の効果とは、当該事業を実施しない場合（without ケース）に想定される津波・高潮

に伴う浸水区域内での被害が軽減されることであり、想定浸水地域で防護される資産の総和をもって便

益とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○総便益（Ｂ）の算定 

高潮にかかる年度別平均便益の算定は、代表的確率年（外力規模）毎の想定被害額に、それぞれ

の高潮の超過確率を乗じて、1年あたりの被害額を算出した上で、50年間分（施設の耐用年数を考慮

した供用期間）の被害額を求めて、総便益Ｂを算出する。 

なお、総便益Ｂの算出にあたっては、各年度の被害額に社会的割引率を乗じる。 

[総便益の算定結果例] 

 総便益Ｂ＝高潮防護便益7,772百万円 

 

 

参考資料１ 

Ｎｏ．１３  小田原海岸（前川地区） 高潮対策事業 

【再評価】 

(２) 高潮防護便益の算定 

 津波・高潮の想定氾濫（浸水）区域内における以下の項目について、被害額を算定する。 

[被害額算定結果例] 

・直接被害額 ①一般資産（家屋、家庭用品、事業所資産等） 

       ②農作物（水稲、野菜等） 

       ③公共土木施設（道路、下水道、公益施設等） 

・間接被害額 ④、⑤の便益計上なし 

） 

    

 

ＣＬＯＳＥ
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ＣＬＯＳＥ
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(１) 想定浸水区域の設定 

浸水区域の設定は、現状（既往）の海岸保全施設に対し、津波・高潮などの想定外力が来

襲した場合の越波量などに基づいて、背後の地盤高を考慮して推定する。 

 
イメージ図 

○被害額の計算例 

（自動車以外の家庭用品被害の場合） 

被害額=資産額×被害率 

※被害率0.037（床下浸水） 

0.800（床上浸水深さ50～99cm） 

注) 項目毎に被害率がそれぞれ設定され

ているため、一部を紹介 

イメージ図 

7,772百万円 

(現在価値) 

 



費用便益補足資料 

社会的割引率４％の場合 

 

路  線  名  小田原海岸（前川地区） 

事  業  名  高潮対策事業 

延     長  Ｌ＝1.46ｋｍ 

 

□便益 

  浸水防護便益 残存価値 合 計 

基 準 年 令和５年度 

基準年における 

現在価値（Ｂ） 
7,772 百万円 － 7,772 百万円 

 

□費用 

  事 業 費 維持管理費 合 計 

基 準 年 令和５年度 

基準年における 

現在価値（Ｃ） 
1,867 百万円 173 百万円 2,040 百万円 

 

□算定結果 

費用便益比（Ｂ／Ｃ） 

Ｂ／Ｃ ＝ 

便益の現在価値の合計 

（Ｂ） 
＝ 

7,772 百万円 

 
費用の現在価値の合計 

（Ｃ） 
2,040 百万円 

 ＝ 3.8  

 注）１．費用及び便益額は整数止めとする。 

   ２．費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。 

  



(２)「間接利用価値」：効用関数法を用いて算出する。 

 効用関数法では、対象公園の周辺地域（誘致圏）を対象に、公園のもたらす効用のうち都

市環境・防災機能について「公園整備を行った場合と、行わなかった場合の周辺世帯の持つ望

ましさ（効用）の違い」を、所定のパラメータ値を用い、競合する公園との位置関係による対

比のもと算定し、貨幣価値に換算、便益額を算定する。 

 単年度便益額＝×世帯当月間便益額(環境分＋防災分)(円)×12ヶ月×対象世帯数  

※４ 世帯当月間便益額(円)＝（公園整備を行った場合の効用−行わなかった場合の効用）／パラメータ値 

(１)「直接利用価値」：旅行費用法を用いて算出する。 

旅行費用法では、「公園利用者は、公園までの移動費用をかけてまでも公園を利用する価値

があると認めている」という前提のもと、所定の数式に基づき、対象公園の周辺地域（誘致

圏）を対象（１市区町村１ゾーンと規定）に、競合する公園との整備内容・アクセス性の相違

を反映した需要推計モデルを作成、誘致圏内における対象公園の年間需要を推計し、これを公

園利用１回当りの旅行費用と乗じることで貨幣価値に換算、便益額を算定する。 

 単年度便益額＝ゾーン別年間公園需要（人・回）×ゾーン別旅行費用（円） 

※１ 年間需要(人・回)＝誘致圏内の年齢階層別対象公園選択率・利用回数×誘致圏別人口(人) 

※２ 旅行費用(円)＝交通機関別旅行費用(円)×交通手段利用率＋公園利用料金(円) 

※３ 各交通機関別旅行費用(円)＝交通機関別所要時間(分)×時間価値(39.9円/分)＋交通機関別移動費用(円) 

 

 

公園整備事業における便益（Ｂ）の算出について 

※算出典拠：「改訂第4版 大規模公園費用対効果分析手法マニュアル」 

平成29年4月（平成30年8月一部改訂）（国土交通省 都市局 公園緑地・景観課） 

○便益の算定手法 

都市公園のような非市場財の整備によって発生する経済的価値は、利用価値、非利用価値に大別され、

便益算定にあたっては、利用価値のうち直接的に公園を利用することにより生じる「直接利用価値」、公

園の存在がもたらす都市環境・防災機能を現す「間接利用価値」を貨幣価値へと換算し、便益を算定す

る。総便益算定の流れは以下の通りとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○総便益（Ｂ）の算定 

上記(1)、(2)それぞれについて、供用段階ごとに供用開始から50年間の便益額を、社会的割引率

（マニュアルに準じ４％）を用い基準年における現在価値に換算した上で、合計して算定する。 

総便益（Ｂ）＝ 
 

 

※５ 便益算定の模式(着色部が便益を表す) 

 

※３ 

※４ 

参考資料１ 

Ｎｏ．１５  津久井湖城山公園 都市公園整備事業 

【再評価】  

※２ 

※１ 

※２ ※１ 

※５ 



費用便益補足資料 

 

公  園  名  県立津久井湖城山公園 

事  業  名  津久井湖城山公園 都市公園整備事業 

供  用  面  積  ９５.０ｈａ 

 

□便益 

  直接利用価値 間接利用価値 合 計 

基 準 年 令和５年 

基準年における 

現在価値（Ｂ） 
217 億円 3,199 億円 3,416 億円 

 

□費用 

  事 業 費 維持管理費 合  計 

基 準 年 令和５年 

基準年における 

現在価値（Ｃ） 
351 億円 88 億円 439 億円 

 

□算定結果 

費用便益比（Ｂ／Ｃ） 

Ｂ／Ｃ ＝ 

便益の現在価値の合計 

（Ｂ） 
＝ 

3,416 億円 

 
費用の現在価値の合計 

（Ｃ） 
439 億円 

 ＝ 7.8  

 注）１．費用及び便益額は整数止めとする。 

   ２．費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。 

 

 

 




